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(57)【要約】
【課題】混練や成形等の製造過程における炭素繊維の破損や切断を抑制し、連続的な量産
が可能で工業的製造を行うことができ、炭素繊維特有の優れた熱伝導性を有する熱伝導性
樹脂組成物やその製造方法を提供し、これを用いた熱伝導性に優れた熱伝導性樹脂成形体
を提供する。
【解決手段】母材の樹脂成分（Ａ）と、これに非相溶な有機化合物（Ｅ）と、炭素繊維（
Ｂ）とを含む熱伝導性樹脂組成物であって、炭素繊維（Ｂ）が、Ｘ線回折により求めた（
００２）面の平均層面間隔（ｄ002）が０．３３６７ｎｍ以上０．３４４０ｎｍ未満であ
る。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　母材の樹脂成分（Ａ）と、これに非相溶な有機化合物（Ｅ）と、炭素繊維（Ｂ）とを含
む熱伝導性樹脂組成物であって、炭素繊維（Ｂ）が、Ｘ線回折により求めた（００２）面
の平均層面間隔（ｄ002）が０．３３６７ｎｍ以上０．３４４０ｎｍ未満であることを特
徴とする熱伝導性樹脂組成物。
【請求項２】
　炭素繊維（Ｂ）のＸ線回折により求めた（００２）面の平均層面間隔（ｄ002）が、０
．３３９０ｎｍ以上０．３４４０ｎｍ未満であることを特徴とする請求項１記載の熱伝導
性樹脂組成物。
【請求項３】
　炭素繊維（Ｂ）のＣ軸方向の結晶子サイズＬｃが１０ｎｍ以上３５ｎｍ以下であること
を特徴とする請求項１又は２記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項４】
　炭素繊維（Ｂ）のＣ軸方向の結晶子サイズＬｃが１０ｎｍ以上２０ｎｍ以下であること
を特徴とする請求項３記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項５】
　炭素繊維（Ｂ）が、０．１ｍｍ以上５０ｍｍ以下の平均繊維長を有することを特徴とす
る請求項１から４のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項６】
　炭素繊維（Ｂ）が、１μｍ以上５０μｍ以下の平均直径を有することを特徴とする請求
項１から５のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項７】
　炭素繊維（Ｂ）が、１０以上５００００以下のアスペクト比を有することを特徴とする
請求項１から６のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項８】
　炭素繊維（Ｂ）が、総質量に対して１質量％以上４０質量％以下で含有されることを特
徴とする請求項１から７のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項９】
　炭素繊維（Ｂ）が、ピッチ系炭素繊維であることを特徴とする請求項１から８のいずれ
かに記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項１０】
　有機化合物（Ｅ）が、０．１μｍ以上５００μｍ以下の範囲の平均粒子径を有すること
を特徴とする請求項１から９のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項１１】
　有機化合物（Ｅ）が、分子量が２０００以下の低分子化合物であることを特徴とする請
求項１から１０のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項１２】
　有機化合物（Ｅ）が、エステル化合物、オレフィン化合物、カーボネート化合物および
アミド化合物から選ばれる１種又は２種以上を含み、８０℃以上２００℃以下の融点を有
することを特徴とする請求項１から１１のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項１３】
　有機化合物（Ｅ）が、植物性油脂、動物性油脂、及びこれらから合成される物質から選
ばれる１種又は２種以上を含むことを特徴とする請求項１から１２のいずれかに記載の熱
伝導性樹脂組成物。
【請求項１４】
　有機化合物（Ｅ）が、主鎖の炭素数が８以上４４以下であり、分子量が３００以上１０
００以下であり、極性基を有していてもよい脂肪族カルボン酸アミド、芳香族カルボン酸
アミド、脂肪族カルボン酸エステル及び芳香族カルボン酸エステルから選ばれる１種又は
２種以上を含むことを特徴とする請求項１から１３のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成
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物。
【請求項１５】
　極性基が、酸素含有基及び窒素含有基から選ばれる１種又は２種以上を含むことを特徴
とする請求項１４記載の熱伝導樹脂組成物。
【請求項１６】
　有機化合物（Ｅ）が、ひまし油から誘導されたカルボン酸アミド化合物を含むことを特
徴とする請求項１３から１５のいずれかに記載の熱伝導樹脂組成物。
【請求項１７】
　有機化合物（Ｅ）が、リシノール酸アミド、ステアリン酸アミド、オレイン酸アミド、
パルミチン酸アミド、リノール酸アミド、リノレン酸アミド、アラキン酸アミド、又はこ
れらの誘導体を含むことを特徴とする請求項１０から１６のいずれかに記載の熱伝導樹脂
組成物。
【請求項１８】
　有機化合物（Ｅ）が、総質量に対して０．５質量％以上２０質量％以下で含有されるこ
とを特徴とする請求項１から１７のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項１９】
　樹脂成分（Ａ）が、ポリスチレン系樹脂及びポリエステル系樹脂から選ばれる１種又は
２種以上を含むことを特徴とする請求項１から１８のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成
物。
【請求項２０】
　樹脂成分（Ａ）が、ポリ乳酸、ポリカプロラクトン、ポリブチレンサクシネート、ポリ
ヒドロキシアルカノエート、酢酸セルロース、澱粉樹脂、これらの誘導体、及び、これら
の石油系ポリエステル樹脂とのアロイから選ばれる１種又は２種以上を含むことを特徴と
する請求項１から１９のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項２１】
　樹脂成分（Ａ）が、ポリ乳酸、ポリ乳酸誘導体及びポリ乳酸アロイの１種又は２種以上
を含むことを特徴とする請求項１から２０のいずれかに記載の熱伝導性樹組成物。
【請求項２２】
　請求項１から２１のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物の製造方法であって、溶融し
た樹脂成分（Ａ）及び有機化合物（Ｅ）に炭素繊維（Ｂ）を供給し、混合することを特徴
とする熱伝導性樹脂組成物の製造方法。
【請求項２３】
　請求項１から２１のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物を用いて成形したことを特徴
とする熱伝導性樹脂成形体。
【請求項２４】
　射出成形により成形されたことを特徴とする請求項２３記載の熱伝導性樹脂成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、製造工程における混練や成形において破損や切断が抑制される炭素繊維を含
み、炭素繊維特有の優れた熱伝導性を有する熱導電性樹脂組成物やその製造方法、及びこ
れを用いた熱伝導性樹脂成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱可塑性樹脂は、優れた成形加工性、低コスト性、耐食性等を有することから、電子部
品、機械部品、自動車用部品、事務用品、家庭用の食器や電化製品の内・外装材等、様々
な産業分野で重要な材料として利用されている。特に、電子機器用途では、各種のデバイ
スから発生する熱を効率よく放熱させるための熱伝導性が要求されるが、熱可塑性樹脂は
一般的に熱伝導性が充分ではない。このような熱伝導性の乏しい樹脂材料は、電子機器等
の部品や筐体材料にこれらを適用した場合、放熱を妨げ、これらの機器や素子における故
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障や破壊を誘発することになる。
【０００３】
　樹脂の熱伝導性を向上する方法として、熱伝導性フィラーを添加する方法が一般に知ら
れている。例えば、アルミナ、窒化ホウ素、カーボン等の熱伝導率の高い無機フィラーが
広く用いられており、とりわけ、炭素繊維は、他のフィラーに比べて軽量であることに加
え、環境へ及ぼす影響がほとんどないことから、実用性に優れた材料として注目されてい
る。
【０００４】
　例えば、特許文献１に開示された方法によれば、高分子材料としてのポリアセタール樹
脂に、黒鉛層間の平均層面間隔（ｄ002）が０．３３６０未満の高結晶性かつホウ素を含
有する黒鉛化炭素繊維を７０重量部及び酸化アルミニウム粉末３０重量部を二軸押出機で
混練し、射出成形した熱伝導性成形体にて、２．３Ｗ／ｍ・Ｋの熱伝導率を得ている。特
許文献２には、全面的又は部分的に弾性材料で被覆された炭素長繊維を合成樹脂に含浸し
た炭素長繊維強化合成樹脂製品成形用ペレットが開示されており、弾性材料被覆の作用に
より、射出成形や射出圧縮成形等における成形時の強化用炭素長繊維の切断を抑制できる
ことが記されている。更に、特許文献３には、直径が５０～２００ｎｍの微細な気相法炭
素繊維（ＶＧＣＦ）を熱可塑性樹脂にＶＧＣＦの破断を極力押さえて混練することにより
、７０重量％の配合比で最大７．５Ｗ／ｍ・Ｋの熱伝導率が得られることが報告されてい
る。
【０００５】
　また、特許文献４には、炭素繊維を選択的に分散させることで樹脂組成物を高熱伝導化
する方法が開示されている。具体的には、２種以上の樹脂混合物において、１種の樹脂相
に直径１μｍ以下の炭素繊維を選択的に分散させることで、１０重量％の配合比で最大０
．７３Ｗ／ｍ・Ｋの熱伝導率を得ている。このような異種の樹脂同士の混合物中において
、特定の樹脂相にフィラーを偏在させ、局所的な特性領域を持たせる方法は、ダブルパー
コレーションとも呼ばれ、特許文献５、非特許文献１に導電性樹脂の製造方法として記さ
れている。
【０００６】
　しかしながら、上記特許文献１～４に開示された方法には、いくつかの問題がある。
【０００７】
　特許文献１に開示された熱伝導性成形体は、高結晶性かつ、高熱伝導性を有する炭素繊
維を高配合比で添加しても、高い熱伝導率が得られない傾向にある。例えば、樹脂１００
重量部に対し、炭素繊維を１６０重量部と高配合しても、せいぜい３．２Ｗ／ｍ・Ｋ程度
の熱伝導率しか得られておらず、この値はセラミックスや金属材料に比べると１桁～２桁
も低い。
【０００８】
　特許文献２に記載される樹脂ペレットは、確かにペレット長の炭素繊維を含有するが、
炭素繊維を弾性材料で被覆するための特殊なペレット製造装置や、長繊維の炭素繊維（ロ
ービング）を使用する必要があり、実用性に欠ける。特許文献３に記載される熱伝導性樹
脂は、気相法炭素繊維（ＶＧＣＦ）を破損させないために、加圧ニーダーのような高せん
断力をかけずに、長時間に亘って炭素繊維を分散させる特殊な混練機を使用する必要があ
ることから、生産性に問題が生じる。さらにＶＧＣＦは、ピッチ系炭素繊維に比べて優れ
た熱伝導率を有することが知られているが、気相法で得られる微細な炭素繊維を樹脂に高
配合比で添加した場合、その強い凝集力により溶融粘度が著しく増加し、成形加工性が低
下するという問題がある。
【０００９】
　一方、特許文献４に記載される熱伝導性樹脂組成物においては、局所的に特性の異なる
領域が形成されることにより、機械的強度が低下する傾向がある。具体的には、炭素繊維
が偏在する樹脂相と母材の樹脂成分相とでは、それぞれの力学的特性が大きく異なるため
、界面破壊が生じやすくなり、実用材料として重大な欠点を含むことになる。更に、熱伝
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導率についても、一般的な配合方法に比べれば向上しているものの、いずれも１Ｗ／ｍ・
Ｋ未満の値でしかなく、熱伝導性材料としての実用的な要求レベルには至っていない。
【００１０】
　以上のように、炭素繊維長を保持しながら、炭素繊維を樹脂中に効率よく均一に分散さ
せた樹脂組成物を効率よく製造することは、困難である。炭素繊維が有する優れた熱伝導
性や導電性等の機能を樹脂材料に付与するために、その繊維の破損及び短尺化を抑制して
、樹脂組成物中にネットワークを形成することができる繊維長を有する炭素繊維を含む熱
伝導性樹脂組成物とその製造方法、及びこれを用いた熱伝導性樹脂成形体が求められてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００２－９７３７１号公報
【特許文献２】特開平６－２７０１４２号公報
【特許文献３】特開２００５－３２５３４５号公報
【特許文献４】特開２００５－５４０９４号公報
【特許文献５】第２６０３５１１号
【非特許文献】
【００１２】
【非特許文献１】東工大テクノロジー，Ｖｏｌ．３，２０００年３月，ｐｐ．７
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明の課題は、混練や成形等の製造過程における炭素繊維の破損や切断を抑制し、連
続的な量産が可能で工業的製造を行うことができ、炭素繊維特有の優れた熱伝導性を有す
る熱伝導樹脂組成物やその製造方法を提供し、これを用いた熱伝導性に優れた熱伝導性樹
脂成形体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明者らは、炭素繊維を含む熱伝導性樹脂組成物の製造において、その製造工程で生
じる炭素繊維の破損や切断が前記組成物の熱伝導性に強く影響することに着目し、炭素繊
維の破損と切断を防止できる方法を検討した。その結果、特定の結晶子サイズを有し、ま
た、特定の結晶面間隔を有する特定構造を有する炭素繊維を、特定の有機化合物と同時に
用いることにより、当該熱伝導性樹脂組成物の製造工程、すなわち樹脂と炭素繊維を含む
組成物の混練や成形工程において炭素繊維の破損や切断を防止でき、当該組成物の熱伝導
性を著しく向上できることを見出した。
【００１５】
　本発明者らが見出した特定構造の炭素繊維は、その構造の大部分が欠陥の少ない結晶性
のグラファイト構造で構成されているため、結晶格子の格子振動に基づく高い熱伝導率を
備えている。このような高い熱伝導率を有する炭素繊維は、少ない添加量で樹脂に優れた
熱伝導性を付与できる。また、本発明の特定構造の炭素繊維は、その構造の一部に、結晶
性の低い領域を同時に有しているため、適度な柔軟性を備えている。このような適度な柔
軟性を備えた炭素繊維は、樹脂との混練や成形工程において破損や切断を有効に防止でき
る。
【００１６】
　また、本発明の特定の有機化合物は、母材樹脂に対して適度な非相溶性を有し、かつ炭
素繊維に対して良好な親和性を有している。このような有機化合物は、母材樹脂中に微分
散しつつ、炭素繊維との相互作用により、炭素繊維を分散させると同時に炭素繊維同士を
部分的に結合させる働きがある。すなわち、炭素繊維同士が樹脂中で部分的に結合した網
目構造、すなわち、熱伝導のネットワーク構造が形成されるため、当該組成物の熱伝導性
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を著しく向上できる。さらに、上記有機化合物の添加によって、母材樹脂の溶融粘度が低
下するため、混練や成形工程で炭素繊維が受けるせん断力が低下し、炭素繊維の破損や切
断を一層抑制できるようになる。
【００１７】
　すなわち、本発明の高熱伝導化のメカニズムは、炭素繊維が高い熱伝導性と適度な柔軟
性を同時に有することにより、樹脂との混練や成形工程での破損や切断が抑えられ、炭素
繊維本来の優れた高熱伝導性を樹脂に付与できると同時に、適切な結合剤の存在により、
熱伝導性樹脂組成物中での炭素繊維の網目構造、すなわち、熱伝導のネットワーク構造が
形成されるため、より少ない炭素繊維の添加量で高熱伝導化できるものと考えられる。
【００１８】
　即ち、本発明は、母材の樹脂成分（Ａ）と、これに非相溶な有機化合物（Ｅ）と、炭素
繊維（Ｂ）とを含む熱伝導性樹脂組成物であって、炭素繊維（Ｂ）が、Ｘ線回折により求
めた（００２）面の平均層面間隔（ｄ002）が０．３３６７ｎｍ以上０．３４４０ｎｍ未
満である熱伝導性樹脂組成物に関する。
【００１９】
　また、本発明は、上記熱伝導性樹脂組成物の製造方法であって、溶融した樹脂成分（Ａ
）及び有機化合物（Ｅ）に炭素繊維（Ｂ）を供給し、混合することを特徴とする熱伝導性
樹脂組成物の製造方法に関する。
【００２０】
　また、本発明は、上記熱伝導性樹脂組成物を用いて成形したことを特徴とする熱伝導性
樹脂成形体に関する。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物は、混練や成形等の製造過程における炭素繊維の破損や切
断が抑制され、これを用いて炭素繊維特有の優れた熱伝導性、電磁波シールド性、導電性
を有する成形体を得ることができる。また、本発明の熱伝導性樹脂組成物の製造方法は、
連続的な工業製造が可能であり、効率よく熱伝導性樹脂組成物の製造を行うことができる
。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の熱伝導性樹脂成形体の一例の熱伝導性をステンレスとの比較において示
すサーモグラフィーを示す図である。
【図２】実施例１について光学顕微鏡により得られた画像を示す図である。
【図３】実施例４について光学顕微鏡により得られた画像を示す図である。
【図４】比較例１について光学顕微鏡により得られた画像を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物は、母材の樹脂成分（Ａ）と、これに非相溶な有機化合物
（Ｅ）と、炭素繊維（Ｂ）とを含む熱伝導性樹脂組成物であって、炭素繊維（Ｂ）が、炭
素繊維（Ｂ）が、Ｘ線回折により求めた（００２）面の平均層面間隔（ｄ002）が０．３
３６７ｎｍ以上０．３４４０ｎｍ未満であることを特徴とする。
【００２４】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物に用いられる母材の樹脂成分（Ａ）は熱伝導性樹脂組成物
の母材となるものであり、成形分野で使用される熱可塑性樹脂であれば、いずれも適用す
ることができる。かかる樹脂成分（Ａ）としては、例えば、ＡＢＳ等のポリスチレン系樹
脂や、ポリエステル系樹脂を好ましいものとして挙げることができ、これらは１種又は２
種以上を適宜組み合わせて用いることができる。ポリスチレン系樹脂は、電気製品等に幅
広く用いられ、耐熱性、耐摩耗性、耐薬品性、加工性等の実用特性に優れているばかりで
なく、種々のフィラーや他の樹脂との配合や成形加工が容易に行える等の利点を有する。
【００２５】
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　また、上記ポリエステル系樹脂としては、合成ポリエステルであってもよいが、生分解
性のポリエステル系樹脂が環境破壊を抑制することができる点から好ましい。生分解性の
ポリエステル系樹脂としては、バイオマス由来の樹脂やその誘導体を挙げることができる
。バイオマス由来の樹脂とは、バイオマスを原料として作られる樹脂を主成分に含む樹脂
のことをいい、その誘導体とは、分子構造の一部が、他の化合物や官能基により置換され
、あるいは変性されたものをいう。バイオマス由来の樹脂は、石油系樹脂に比べて、生体
親和性に優れており、人体や生物に直接接触するような機器あるいは部品材料等に特に好
ましい。また、省資源対策、ＣＯ2排出低減といったような材料自体に内在する環境負荷
を大幅に削減できる効果がある。このようなバイオマス由来系樹脂としては、具体的には
、ポリ乳酸（ＰＬＡ）、ポリカプロラクトン（ＰＣＬ）、ポリヒドロキシ酪酸（ＰＨＢ）
、ポリヒドロキシアルカノエート（ＰＨＡ）、ポリブチレンサクシネート（ＰＢＳ）、酢
酸セルロース、澱粉樹脂等を挙げることができ、その誘導体としては、芳香族カルボン酸
、脂環式カルボン酸、飽和脂肪族カルボン酸、不飽和脂肪族カルボン酸、脂肪族ジオール
、脂環式ジオール、芳香族ジオール等との共重合体を挙げることができる。
【００２６】
　これらのうち、特に、ポリ乳酸（ＰＬＡ）やその誘導体を好ましいものとして挙げるこ
とができる。ポリ乳酸誘導体としては、ポリエチレングリコール変性ＰＬＡ、アクリル酸
エステル変性ＰＬＡ等を挙げることができる。また、ポリ乳酸アロイとしてはＰＣＬ、Ｐ
ＢＳ、ポリカーボネートやポリメタクリル酸メチル等とのアロイを挙げることができる。
上記ポリエステル系樹脂はこれらを１種又は２種以上を組み合わせて用いることができ、
更に、他の熱可塑性樹脂と任意に組み合わせて用いることができる。
【００２７】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物に用いられる炭素繊維（Ｂ）は、Ｘ線回折により求めた（
００２）面の平均層面間隔（ｄ002）が０．３３６７ｎｍ以上０．３４４０ｎｍ未満であ
り、より好ましくは、０．３３９０ｎｍ以上０．３４４０ｎｍ未満である。
【００２８】
　Ｘ線回折により求めた（００２）面の平均層面間隔（ｄ002）とは、炭素の六員環縮合
構造を有する網目状の炭素層が積層されたベンゼノイド構造における炭素層面間の距離で
あり、炭素層面が真平面のグラファイトの場合は、０．３３５４ｎｍである。
【００２９】
　炭素繊維（Ｂ）の平均層面間隔（ｄ002）が０．３３６７ｎｍ以上であれば、炭素繊維
の過剰な結晶化による剛直化を防止できるので、樹脂との混練や成形工程での炭素繊維の
破損や切断を抑制できる。また、平均層面間隔（ｄ002）が０．３４４０ｎｍ未満であれ
ば、高結晶性のグラファイト構造を形成する上で層間距離は十分に小さく、熱の伝導が良
好になるため、樹脂組成物に高い熱伝導性を付与することができる。さらに、０．３３６
７ｎｍ以上０．３４４０ｎｍ未満の平均層面間隔（ｄ002）を有する炭素繊維は、その結
晶化（黒鉛化）のための処理温度を比較的低温の２５００℃以下にできるので、製造エネ
ルギーやコストを低く抑えることができる。
【００３０】
　また、炭素繊維（Ｂ）の平均層面間隔（ｄ002）は以下のように求めた値を採用するこ
とができる。炭素繊維を粉末にし、アルミニウム製試料セルに充填し、グラファイトモノ
クロメ－タ－により単色化したＣｕＫα線を線源とし、Ｘ線回折図形を得る。（００２）
回折線のピ－ク位置は、重心法（回折線の重心位置を求め、これに対応する２θ値でピ－
ク位置を求める方法）により求め、標準物質用高純度シリコン粉末の（１１１）回折線（
２８．４６６°）を用いて補正し、Ｂｒａｇｇの公式　ｄ002＝λ／2・ｓｉｎθ　よりｄ

002を算出する。ここでＣｕＫα線の波長λは、０．１５４１８ｎｍとする。
【００３１】
　上記炭素繊維（Ｂ）は、Ｃ軸方向の結晶子サイズＬｃが１０ｎｍ以上３５ｎｍ以下であ
り、好ましくは、１０ｎｍ以上２０ｎｍ以下である。
【００３２】
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　結晶子とは、一つの固体粒子を構成する単結晶とみなせる単位であり、即ち、固体を構
成する一つの粒子は複数の結晶子が一体化されて構成されており、結晶子のサイズが大き
くなる程、結晶格子数が増加し結晶性が高くなる。また、Ｃ軸方向とは、ベンゼノイド構
造における炭素層面に垂直方向をいう。
【００３３】
　炭素繊維のＣ軸方向の結晶子サイズＬｃが１０ｎｍ以上であれば、結晶格子の格子振動
による高熱伝導性を得るのに十分なサイズとなり、当該樹脂組成物に高い熱伝導性を付与
することができる。また、結晶子サイズＬｃが３５ｎｍ以下であれば、炭素繊維の過剰な
結晶化による剛直化を防止できるので、樹脂との混練や成形工程での炭素繊維の破損や切
断を抑制できる。さらに、１０ｎｍ以上３５ｎｍ以下の結晶子サイズＬｃを有する炭素繊
維は、その結晶化（黒鉛化）のための処理温度を比較的低温の２５００℃以下にできるの
で、製造エネルギーやコストを低く抑えることができる。
【００３４】
　ここで、炭素繊維（Ｂ）のＣ軸方向の結晶子サイズＬｃ（ｎｍ）は、広角Ｘ線回折法に
よって求めた値を採用することができる。具体的には、炭素繊維を長さ４ｃｍに切り出し
、それを金型とコロジオンのアルコール溶液とを用いて角柱形に固め、試料とする。Ｘ線
源としてはＣｕＫα（Ｎｉフィルタ）を用い、出力は４０ｋＶ、２０ｍＡとする。そして
、透過法により得られた面指数（００２）のピークの半値幅から、シェルラー（Ｓｃｈｅ
ｒｒｅｒ）の式、Ｌｃ（ｈｋｌ）＝Ｋ・λ／β０・ｃｏｓθＢを用いて、結晶サイズを算
出する。ここで、Ｌｃ（ｈｋｌ）は（ｈｋｌ）面に垂直な方向の結晶の平均サイズであり
、Ｋは１．０、λはＸ線の波長であり、β０は（βＥ2－β１2）1/2であり、θＢはブラ
ッグ角であり、βＥは見かけの半値幅（測定値）であり、β１は１．０５×１０-2ｒａｄ
である。
【００３５】
　上記のように本発明の熱伝導性樹脂組成物に用いられる炭素繊維（Ｂ）は、Ｘ線回折に
より求めた（００２）面の平均層面間隔（ｄ002）が０．３３６７ｎｍ以上０．３４４０
ｎｍ未満であり、Ｃ軸方向の結晶子サイズＬｃが１０ｎｍ以上３５ｎｍ以下であることが
好ましいが、Ｘ線回折により求めた（００２）面の平均層面間隔（ｄ002）が上記範囲外
のものでもＣ軸方向の結晶子サイズＬｃが１０ｎｍ以上３５ｎｍ以下であれば、樹脂組成
物に好ましい熱伝導性を付与することができ、また、樹脂との混練や成形工程での炭素繊
維の破損や切断を抑制し、熱伝導性、電磁波シールド性、導電性に優れる成形体が得られ
る熱伝導性樹脂組成物を与えることができる。
【００３６】
　上記炭素繊維（Ｂ）の平均繊維長は、面配向、即ち、２次元的なネットワーク構造を形
成できる長さが好ましく、０．１ｍｍ以上５０ｍｍ以下のものが好ましい。このような平
均繊維長を有する炭素繊維（Ｂ）は、有機化合物（Ｅ）の存在下において、低配合比にお
いても、ネットワーク構造を非常に容易に形成し、炭素繊維（Ｂ）同士極めて接近した状
態、若しくは直接接触した状態を形成し、熱エネルギーの伝搬ロスを著しく低減し、効率
よく熱伝導を行わせる。一方、炭素繊維（Ｂ）の平均繊維長が５０ｍｍ以下であれば、炭
素繊維（Ｂ）同士の絡み合いによって、樹脂との混合や成形が困難になるのを抑制し、射
出成形の際にノズル詰まりを抑制することができる。また、成形時に、樹脂の流動方向や
面方向に配向し易いため、得られる成形体において従来と比較して熱伝導化と異方的な熱
伝導性の両方を著しく向上させることができる。これは、成形体において炭素繊維（Ｂ）
同士が、接触あるいは極めて接近した状態を維持して配向し、ネットワーク構造が形成さ
れることにより、炭素繊維（Ｂ）間の接触面積、あるいはその熱伝導にかかわる炭素繊維
（Ｂ）の実効面積が増加して熱抵抗が大幅に低下するためである。
【００３７】
　炭素繊維（Ｂ）の平均繊維長は、顕微鏡法、レーザー回折・散乱法、動的光散乱法等の
測定方法により求めた値を採用することができる。
【００３８】
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　上記炭素繊維（Ｂ）として、平均直径が１μｍ以上５０μｍ以下のものを用いることが
好ましい。炭素繊維（Ｂ）の平均径が１μｍ以上であれば、凝集する傾向が少なく、樹脂
との混合において容易に分散させることができる。一方、平均径が５０μｍ以下であれば
、樹脂中に均一に分散させることができ、成形体の表面に炭素繊維（Ｂ）の凝集体が露出
することによる外観不良の発生を抑制することができる。このような炭素繊維（Ｂ）の平
均径は顕微鏡法により求めることができる。
【００３９】
　上記炭素繊維（Ｂ）は、アスペクト比が２以上５００００以下であることが好ましく、
より好ましくは、１０以上５００００以下である。アスペクト比は、炭素繊維（Ｂ）の平
均直径に対する繊維長の比である。
【００４０】
　上記炭素繊維（Ｂ）は、熱伝導率が７０Ｗ／ｍ・Ｋ以６００Ｗ／ｍ・Ｋ以上であること
が好ましい。炭素繊維（Ｂ）の熱伝導率が上記範囲にあれば、樹脂成分との混練の際の破
損を抑制できる柔軟性を有し、かつそれ自体が十分な熱伝導性を有するため、高熱伝導性
を有する樹脂組成物が得られる。炭素繊維（Ｂ）が上記範囲の熱伝導率を有することによ
り、繊維軸方向に特に優れた熱伝導性を有し、射出成形等で樹脂の流動方向に配向し、得
られる成形体において異方的な熱伝導性を備えたものとなり、熱伝導の方向や移動量の制
御が可能となる。
【００４１】
　熱伝導率はレーザーフラッシュ法、平板熱流計法、温度波熱分析法（ＴＷＡ法）、温度
傾斜法（平板比較法）等の測定方法による測定値を採用することができる。
【００４２】
　上記炭素繊維（Ｂ）としては、ピッチ系、ＰＡＮ系、アーク放電法 、レーザー蒸発法
、ＣＶＤ法（化学気相成長法）、ＣＣＶＤ法（触媒化学気相成長法）等で合成されたもの
を用いることができる。これらのうちピッチ系、更に黒鉛化処理を行って得られる炭素繊
維は、結晶性に優れ、繊維軸方向の熱伝導性に優れており、好ましい。特にメソフェーズ
（異方性）ピッチ系及び気相で作製されたカーボン（ナノ）チューブ、カーボン（ナノ）
ホーン、炭素繊維等は、繊維軸方向に対して異方的なグラファイト構造を持つため、金属
以上の熱伝導率を有しており、等方的なグラファイト構造を有する炭素繊維に比べ、母材
の熱可塑性樹脂（Ａ）に対してより高い熱伝導性を付与することができる。
【００４３】
　次に、上記炭素繊維（Ｂ）の製造方法について記述する。炭素繊維の原料としては、黒
鉛化が容易な任意の炭化水素化合物を使用することができる。例えば、ナフタレン、フェ
ナントレンなどの縮合多環炭化水素化合物や石油、石炭系ピッチなどの縮合複素環化合物
などを挙げることができる。特に、石油系ピッチ、石炭系ピッチ、好ましくは光学的異方
性ピッチ、すなわちメソフェーズピッチを用いることによって、高い熱伝導性の高分子組
成物及び熱伝導性成形体が得られる。このメソフェーズピッチとしては、紡糸可能ならば
特に限定されるものでないが、メソフェーズ含有量１００％のものが、高熱伝導化と、紡
糸性、品質の安定性の面からも好ましい。上記の原料を、紡糸方法（メルトスピニング法
、メルトブロー法、遠心紡糸法、渦流紡糸法等）により紡糸してピッチ系炭素繊維を得る
。次いで、例えば、二酸化窒素や酸素などの酸化性ガス雰囲気中で２００～４００℃の比
較的低温で熱処理する方法や、硝酸やクロム酸などの酸化性水溶液中で処理する方法、さ
らには光やγ線などにより重合処理する方法などを用いて不融化繊維とする。さらに該不
融化繊維を黒鉛化触媒を添加して黒鉛化処理を行う。黒鉛化触媒としては、炭化ホウ素、
酸化ホウ素、窒化ホウ素などのホウ素化合物及びホウ素単体から選ばれる少なくとも一種
が使用される。黒鉛化触媒の添加量は、炭素繊維に対して、ホウ素含有量として０．１～
１０質量％が好ましい。ホウ素含有量が上記範囲であれば触媒効果を十分発揮し、かつホ
ウ素化合物の残留も少ないため好ましい。また、黒鉛化処理温度は１５００℃以上２５０
０℃以下が好ましい。黒鉛化処理温度が１５００℃以上であれば、上記結晶子サイズＬｃ
、上記平均層面間隔を有する炭素繊維を実用的な処理時間で作製可能である。また、２５
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００℃以下であれば、加熱に投入する余剰のエネルギーを抑えることができ、製造コスト
を低く抑えることができる。
【００４４】
　原料炭素繊維は、そのままで用いてもよいが、必要に応じて、サイジング剤処理して用
いてもよい。
【００４５】
　上記炭素繊維（Ｂ）は、必要に応じて、その一部又は全部を表面処理して用いることが
できる。表面処理としては、具体的には、酸化処理や窒化処理、ニトロ化、スルホン化、
あるいはこれらの処理によって表面に導入された官能基若しくは炭素繊維（Ｂ）の表面に
、金属、金属化合物、有機化合物等を付着あるいは結合させる処理を挙げることができる
。上記官能基の具体例としては、水酸基、カルボキシル基、カルボニル基、ニトロ基、ア
ミノ基等の酸素含有基や窒素含有基が挙げられる。このような官能基や化合物が表面の一
部に導入された炭素繊維（Ｂ）において、ポリエステル樹脂等の母材熱可塑性樹脂（Ａ）
との化学的な相互作用が強化されるため、得られる成形体において機械的強度が向上する
。
【００４６】
　また、炭素繊維（Ｂ）の表面処理としては、有機化合物（Ｅ）と相互作用を有する官能
基又は化合物を表面に結合若しくは付着させる処理を挙げることができる。このような表
面処理を行った炭素繊維（Ｂ）は、有機化合物（Ｅ）との結合が強化され、成形体におい
て熱伝導性を一層向上させることができる。具体的には、各種カルボン酸等による表面処
理を挙げることができる。
【００４７】
　更に、表面処理として炭素繊維（Ｂ）表面の疎水化処理を挙げることができる。疎水化
処理としては、例えば、不活性ガス雰囲気中で熱処理を行う方法やフッ素化処理等を挙げ
ることができる。このような疎水化処理された炭素繊維（Ｂ）は、極性の低い樹脂とより
強い相互作用を示すようになる。
【００４８】
　上記炭素繊維（Ｂ）は、熱伝導性樹脂組成物の総質量に対して１質量％以上４０質量％
以下の範囲で含有されることが好ましく、より好ましくは５質量％以上２０質量％以下で
ある。含有量が１質量％以上であれば、充分な熱伝導性を得ることができる。一方、４０
質量％以下であれば、特に低密度の炭素繊維（Ｂ）を含有する熱伝導性樹脂組成物におい
ても、体積分率の増加を抑制し、炭素繊維同士の絡み合いによる組成物の溶融粘度の上昇
を抑制することができ、優れた成形加工性を有するものとなる。
【００４９】
　また、本発明の熱伝導樹脂組成物には、上記炭素繊維（Ｂ）の平均繊維長より短い繊維
長を有する炭素繊維（Ｃ）や炭素化合物（Ｄ）を含有させてもよい。繊維長の短い炭素繊
維（Ｃ）としては、結晶性の高い炭素繊維等の集合体を好ましいものとして例示すること
ができる。炭素繊維（Ｃ）の平均繊維長としては、５ｎｍ以上１００μｍ未満を挙げるこ
とができる。
【００５０】
　また、炭素化合物（Ｄ）としては、黒鉛や膨張化黒鉛、薄片化黒鉛等を好ましいものと
して挙げることができる。炭素化合物（Ｄ）の平均粒子径としては、１μｍ以上３００μ
ｍ以下が、樹脂成分（Ａ）との混合が容易であることから好ましい。
【００５１】
　このような炭素繊維（Ｃ）や炭素化合物（Ｄ）を併用することにより、得られる成形体
において帯電防止性や電磁波遮蔽性をより一層向上させることができる。これは、配向す
る長繊維長の炭素繊維（Ｂ）に対して、ランダムな状態で存在する短繊維長の炭素繊維（
Ｃ）や炭素化合物（Ｄ）を含むことにより、樹脂の導電性を向上させ、得られる成形体の
熱伝導性等を高度に制御することが可能になる。
【００５２】
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　このような短繊維長の炭素繊維（Ｃ）や炭素化合物（Ｄ）の含有量としては、熱伝導性
樹脂組成物の総質量に対して０．５質量％以上２０質量％以下とすることができる。
【００５３】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物に用いる有機化合物（Ｅ）は、上記母材の樹脂成分（Ａ）
に対して非相溶であり、母材の熱可塑性樹脂（Ａ）中において粒子状の分散相を形成する
ものである。ここで非相溶とは、母材の樹脂成分（Ａ）に対して０．１μｍ以上のサイズ
で分散相を形成し、可視光域において光学的な非相溶性を呈するものをいう。なお、異種
の樹脂同士又は樹脂と有機化合物との混合においては、熱力学的に完全相溶すること（分
子レベルで一相になること）は極めてまれであり、部分相溶して均一に見える場合であっ
ても、サブミクロン以下のミクロ的視野においては分散状態で存在しているのが一般的で
ある。したがって、「非相溶性」あるいは「完全相溶でない」ということは、異種樹脂又
は樹脂と有機化合物の混合系を包括することになる。本発明に用いる有機化合物（Ｅ）に
おける非相溶は、部分相溶の状態も含め、上記のようにマクロ的視野における非相溶状態
を示す。
【００５４】
　上記有機化合物（Ｅ）が、樹脂成分（Ａ）中において、平均粒子径としては、０．１μ
ｍ以上５００μｍ以下の範囲で分散していることが好ましい。有機化合物（Ｅ）の平均粒
子径が０．１μｍ以上であれば、可視光域での光学的な非相溶性が認められ、非相溶性に
基づき、後述する炭素繊維（Ｂ）とのネットワーク構造を形成し、熱伝導性の向上を図る
ことができる。一方、平均粒子径が５００μｍ以下であれば、樹脂成分（Ａ）中での凝集
を抑制することができ、マクロ相分離による界面破壊等を抑制することができる。
【００５５】
　ここで平均粒子径は顕微鏡法による測定値とすることができる。
【００５６】
　また、このような平均粒子径を有する上記有機化合物（Ｅ）は、炭素繊維（Ｂ）との相
互作用により、２つ以上の炭素繊維（Ｂ）がその表面又は内部に配位した接合体を形成す
る。この接合体の形態としては、炭素繊維（Ｂ）が有機化合物（Ｅ）粒子中若しくは粒子
を貫通した状態、又は表面に接触した状態のいずれであってもよい。この接合体が母材樹
脂中に分散することにより、有機化合物（Ｅ）の粒子が複数の炭素繊維（Ｂ）を集結させ
るバインダーとなって、母材の樹脂成分（Ａ）中にネットワーク構造を形成することがで
きる。有機化合物（Ｅ）の平均粒子径が、炭素繊維（Ｂ）の平均繊維長の１／２以下であ
ると、粒子状有機化合物（Ｅ）への炭素繊維（Ｂ）の凝集を抑制し、炭素繊維（Ｂ）の粒
子状有機化合物（Ｅ）への２次元的な配位を促進させることができる。このため、母材樹
脂成分（Ａ）中に分散した炭素繊維（Ｂ）と有機化合物（Ｅ）によるネットワーク構造が
容易に形成され、炭素繊維（Ｂ）の配合量が少量であっても、充分に高い熱伝導性が得ら
れる。有機化合物（Ｅ）への炭素繊維（Ｂ）の配位を形成する接合形態としては、水素結
合や配位結合等の化学結合に加え、物理吸着、静電吸着、疎水性相互作用、磁性吸着、幾
何学的要因による接合等のいずれであってもよい。
【００５７】
　上記有機化合物（Ｅ）は、溶融粘度が樹脂成分（Ａ）よりも低く、且つ融点が樹脂成分
（Ａ）よりも低いことが好ましい。このような有機化合物（Ｅ）を用いることにより、樹
脂成分（Ａ）との溶融混合において、混合物の溶融粘度が低下し、流動性が向上し、固体
の炭素繊維（Ｂ）を母材の樹脂成分（Ａ）中に容易に均一に分散させることができる。有
機化合物（Ｅ）の融点としては、具体的には、８０～２００℃であることが好ましい。有
機化合物（Ｅ）の融点が８０℃以上であれば、電子機器等の発熱を伴う製品の部品や筐体
に用いた場合においても、熱による軟化や、溶出を抑制することができる。一方、融点が
２００℃以下であれば、成形加工が高温になることにより熱分解し易いポリ乳酸等の生分
解性ポリエステル樹脂を樹脂成分（Ａ）に使用した場合においても分解、ガスの発生、変
色等を抑制することができる。
【００５８】
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　上記有機化合物（Ｅ）は、極性あるいは溶解度パラメーター（以下、ＳＰ値と表記する
）が母材の樹脂成分（Ａ）と同等又はそれ以下であり、その差が熱可塑性樹脂（Ａ）のＳ
Ｐ値に対して３０％以内の範囲にあることが好ましい。ＳＰ値が同値を有する有機化合物
同士は、一般的には相溶となるが、分子量や立体構造等の影響により非相溶となる場合も
ある。ここで、有機化合物（Ｅ）が樹脂成分（Ａ）のＳＰ値と同等の場合は、その分子量
や立体構造等のこれらの相溶性を阻害する因子を有し、樹脂成分（Ａ）との非相溶性を有
することが必要である。上記ＳＰ値の差が母材の樹脂成分（Ａ）の値に対し３０％以下で
あれば、有機化合物（Ｅ）の分子構造の一部に反応活性を有する官能基が含まれる場合で
あっても、樹脂成分（Ａ）中でのマクロ相分離を抑制することができ、熱伝導性の低下を
抑制することができる。
【００５９】
　また、上記有機化合物（Ｅ）が母材の樹脂成分（Ａ）より低い極性あるいはＳＰ値を有
することにより、化学的に不活性な疎水構造の表面を有する炭素繊維（Ｂ）が、樹脂成分
（Ａ）より極性やＳＰ値が低い有機化合物（Ｅ）との強い疎水相互作用により、凝集する
ことを抑制することができる。更に、上記範囲のＳＰ値を有する有機化合物（Ｅ）は、樹
脂成分（Ａ）中で炭素繊維（Ｂ）を伴って微分散するため、炭素繊維（Ｂ）の分散性をよ
り向上することができる。
【００６０】
　ここで、ＳＰ値としては、定性的な見地から、汎用的に用いられる原子団寄与法（ｔｈ
ｅ　ｇｒｏｕｐ　ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏｎ　ｍｅｔｈｏｄ）を用いて理論的に算出した
値を適用することができる。具体的には、式（１）を用いて算出することができる。算出
に必要となる各物性値については、文献値（例えば、Ｄ．Ｗ．Ｖａｎ　Ｋｒｅｖｅｌｅｎ
　ａｎｄ　Ｐ．Ｊ．Ｈｏｆｔｙｚｅｒ，ＰＲＯＰＥＲＴＹ　ＯＦ　ＰＯＬＹＭＥＲＳ：Ｔ
ＨＥＩＲ　ＥＳＴＩＭＡＴＩＯＮ　ＡＮＤ　ＣＯＲＲＥＬＡＴＩＯＮ　ＷＩＴＨ　ＣＨＥ
ＭＩＣＡＬ　ＳＴＲＵＣＴＵＲＥ，Ｅｌｓｅｖｉｅｒ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，１９７６に記
載）、あるいは実験値の何れを用いてもよい。
【００６１】
　　δ　＝　（ΣＥｃｏｈｉ／ΣＶｍｉ）1/2　　　（１）
　　　　δ：溶解度パラメーター（ＳＰ値）
　　　　Ｅｃｏｈｉ：各原子団のモル凝集エネルギー
　　　　ＥＶｍｉ：各原子団のモル体積
　上記有機化合物（Ｅ）としては、エステル化合物、オレフィン化合物、カーボネート化
合物、アミド化合物、シリコーン化合物、水素添加油脂、合成ワックス、およびこれらの
混合物から選ばれる融点が８０℃～２００℃であり、分子量が２０００以下の低分子化合
物であることが好ましい。このような種類の有機化合物は、ポリエステル樹脂等の母材樹
脂に対して、加水分解やエステル交換反応等による分子量低下の問題を生じ難く、溶融粘
度も低いため、母材樹脂に容易に微分散するという利点がある。
【００６２】
　これらのうち、分子構造の主鎖の炭素数が８～４４であり、分子量が２００～１５００
、より好ましくは３００～１０００である脂肪族カルボン酸アミド、芳香族カルボン酸ア
ミド、脂肪族カルボン酸エステル、芳香族カルボン酸エステル等から選ばれる結晶性の有
機化合物を好ましいものとして挙げることができる。これらは１種又は２種以上を組み合
わせて用いることができる。このような特定の炭素数と分子量を持つ結晶性の有機化合物
は、植物性油脂や動物性油脂等の天然油脂から合成できるものが多く、取り扱いが容易で
あることに加えて、安価で得られることが多い。しかも、母材の樹脂成分（Ａ）が結晶性
樹脂の場合には、結晶核剤として作用し、成形サイクルを大幅に短縮できる効果が得られ
る。上記脂肪族カルボン酸アミド、芳香族カルボン酸アミド、脂肪族カルボン酸エステル
、芳香族カルボン酸エステルは分子中に１つあるいは２つ以上の極性基が導入されたもの
が好ましい。かかる極性基としては、例えば、水酸基やカルボキシル基、グリシジル基等
の酸素含有基、アミノ基、ニトロ基、シアノ基、イソシアネート基等の窒素含有基、フッ
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素含有基等を挙げることができる。これらの極性基が部分的に導入された上記化合物にお
いて、炭素繊維（Ｂ）と相互作用を持ちつつ、母材の樹脂成分（Ａ）に対しては水素結合
等の物理化学的作用を持つため、母材の樹脂成分（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）の双方に対して
それぞれの相互作用を強化するバインダー的な効果が発現し、機械的強度が向上する。
【００６３】
　上記の有機化合物（Ｅ）としては、具体的に、リシノール酸アミド、リノール酸アミド
、リノレン酸アミド、アラキン酸アミド、ラウリン酸アミド、パルミチン酸アミド、オレ
イン酸アミド、ステアリン酸アミド、エルカ酸アミド、Ｎ－オレイルパルミチン酸アミド
、Ｎ－オレイルオレイン酸アミド、Ｎ－オレイルステアリン酸アミド、Ｎ－ステアリルオ
レイン酸アミド、Ｎ－ステアリルステアリン酸アミド、Ｎ－ステアリルエルカ酸アミド、
メチレンビスステアリン酸アミド、エチレンビスラウリン酸アミド、エチレンビスカプリ
ン酸アミド、エチレンビスオレイン酸アミド、エチレンビスステアリン酸アミド、エチレ
ンビスエルカ酸アミド、エチレンビスイソステアリン酸アミド、ブチレンビスステアリン
酸アミド、ｐ－キシリレンビスステアリン酸アミド等のカルボン酸アミド及びこれらの分
子中の一部に極性基が導入された化合物、また、ラウリン酸エステル、パルミチン酸エス
テル、オレイン酸エステル、ステアリン酸エステル、エルカ酸エステル、Ｎ－オレイルパ
ルミチン酸エステル、Ｎ－オレイルオレイン酸エステル、Ｎ－オレイルステアリン酸エス
テル、Ｎ－ステアリルオレイン酸エステル、Ｎ－ステアリルステアリン酸エステル、Ｎ－
ステアリルエルカ酸エステル、メチレンビスステアリン酸エステル、エチレンビスラウリ
ン酸エステル、エチレンビスカプリン酸エステル、エチレンビスオレイン酸エステル、エ
チレンビスステアリン酸エステル、エチレンビスエルカ酸エステル、エチレンビスイソス
テアリン酸エステル、ブチレンビスステアリン酸エステル、ｐ－キシリレンビスステアリ
ン酸エステル等のカルボン酸エステル及びこれらの分子中の一部に極性基が導入された化
合物などを挙げることができる。
【００６４】
　上記で挙げた有機化合物（Ｅ）のうち、特に、ひまし油から誘導されたカルボン酸アミ
ド化合物が好ましい。具体的には、リシノール酸アミド、ステアリン酸アミド、オレイン
酸アミド、パルミチン酸アミド、リノール酸アミド、リノレン酸アミド、アラキン酸アミ
ド、及びこれらの誘導体等を挙げることができる。これらは極めて優れた熱伝導性に加え
て、バイオマス由来であることから環境適合性に優れ、安全性、生産性、コスト性、生体
親和性を有し、更に、ポリエステル樹脂に対して分散制御性に優れ、結晶核剤として作用
し、炭素繊維（Ｂ）とネットワーク構造を形成することができる。
【００６５】
　上記有機化合物（Ｅ）の熱伝導性樹脂組成物中の含有量は、０．５質量％以上２０質量
％以下であることが好ましく、より好ましくは１質量％以上１５質量％以下である。有機
化合物（Ｅ）の含有量が０．５質量％以上であれば、組成物の溶融粘度を充分に低くする
ことができ、炭素繊維（Ｂ）を充分に分散させることができる。一方、有機化合物（Ｅ）
の含有量が２０質量％以下であれば、微分散した有機化合物（Ｅ）の再凝集を抑制し、マ
クロ相分離による機械的強度の低下を抑制することができ、得られる成形体において凝集
した有機化合物（Ｅ）が表面に露出することを抑制し、外観不良や塗装不良の発生を抑制
することができる。
【００６６】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物には、必要に応じて、種々の添加剤を配合することができ
る。添加剤としては、例えば、補強剤、難燃剤、発泡剤、劣化防止剤、結晶核剤、着色剤
、酸化防止剤、耐熱性向上剤、耐光剤、加工安定剤、抗菌剤、防かび剤、可塑剤等を挙げ
ることができる。補強剤としては、具体的には、マイカやタルク等の充填剤、アラミドや
ポリアリレート等の有機繊維やガラス繊維、さらにケナフのような植物繊維を使用するこ
とができる。また、難燃剤としては、具体的には、水酸化アルミニウムや水酸化マグネシ
ウム等の金属水酸化物、メラミンやイソシアヌル酸化合物等の窒素系難燃剤、リン酸化合
物等のリン系難燃剤等を挙げることができる。また、種々の無機系あるいは有機系結晶核
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剤、酸化チタン等の着色剤、ラジカルトラップ剤、酸化防止剤、加水分解抑制剤等の安定
剤、銀イオン等の抗菌剤を、適宜、配合することができる。
【００６７】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物を製造する方法としては、上記各種成分を混合する方法に
よることができる。かかる混合方法としては、公知の混合機、例えばタンブラーミキサー
、リボンブレンダー、単軸や多軸混合押出機、ロール等を用いることができる。特に、溶
融させた樹脂成分（Ａ）及びこれに非相溶な有機化合物（Ｅ）に、炭素繊維（Ｂ）をサイ
ドフィード等から供給し、混合する方法であれば、より炭素繊維（Ｂ）の破断や粉砕を抑
制し、炭素繊維（Ｂ）本来の繊維軸方向の高い熱伝導性が反映された樹脂組成物を得るこ
とができるため好ましい。また、樹脂成分（Ａ）に複数の添加物を加える場合等は、炭素
繊維（Ｂ）以外の添加物を予め加えて混合しておき、その後にサイドフィードを用いて炭
素繊維（Ｂ）を添加する等、炭素繊維（Ｂ）の混合時間の短縮を図り、これらの破断や粉
砕を低減する方法も有効である。また、溶融混合時に充分な流動性を確保するため、混合
機のシリンダ内のクリアランス調整や、スクリューや撹拌翼の回転数、溶融温度条件等の
装置条件を適宜設定することが好ましい。
【００６８】
　本発明の熱伝導性樹脂成形体は、上記熱伝導性樹脂組成物を用いて成形したことを特徴
とする。熱伝導性樹脂成形体の成形方法としては、射出成形、射出圧縮成形、圧縮成形法
等、熱可塑性樹脂の成形に用いられる方法を適用することができる。これらの溶融混合や
成形時における温度は、母材となる樹脂成分（Ａ）の融点以上で、かつそれぞれの成分が
劣化しない範囲であることが好ましい。
【００６９】
　本発明の熱伝導性樹脂成形体には、熱伝導性樹脂成形体の上部あるいは下部に、熱伝導
性の異なる樹脂からなる被膜を形成することができる。被膜としては、具体的には、フィ
ラー濃度、添加量、配向方向等が異なる樹脂、配合成分の異なる樹脂、種類の異なる樹脂
等を原料とし、積層あるいは薄膜に成形したものを挙げることができる。このような積層
構造あるいは薄膜からなる被膜が形成された熱伝導性樹脂成形体は、熱伝導性の方向性を
３次元的に制御することも可能である。特に、熱伝導性樹脂成形体の上部あるいは下部に
設けた熱伝導性の低い樹脂被膜は、熱源から成形体表面に直接熱が伝わる状態を回避でき
、電子機器の筐体等での低温火傷防止対策には、特に有効である。
【００７０】
　また、本発明の熱伝導性樹脂成形体の表面に、熱放射作用に優れた材料あるいは塗料か
らなる積層構造あるいは被膜を設けることができる。このような被膜を有することにより
放熱特性を向上させることができる。
【００７１】
　また、本発明の熱伝導性樹脂成形体の表面に、熱容量の異なる材料からなる積層構造あ
るいは被膜を設けることができる。このような被膜を有することにより表面における温度
変化を鈍くすることができるため、人体や生物に直接触れるような機器、あるいは熱の変
化を嫌うような精密機器等において有効である。
【実施例】
【００７２】
　以下に、本発明の熱伝導性樹脂組成物及びこれを用いた成形体を具体的に詳細に説明す
るが、本発明の技術的範囲はこれらに限定されるものではない。
【００７３】
　［実施例１］
　［熱伝導性樹脂組成物の作製及び射出成形体の作製］
　樹脂成分（Ａ）として市販のポリ乳酸（ユニチカ製：融点１７０℃、以下、ＰＬＡ）８
５質量％と有機化合物（Ｅ）として、Ｎ．Ｎ’－エチレンビスオレイルアミド(伊藤製油(
株)製　ＩＴＯＨＷＡＸ　Ｊ-５００)５質量％とをドライブレンドした。得られた混合物
を、シリンダー温度が１９０℃に設定された連続混練押出機（ベルストルフ製、ＺＥ４０
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Ａ×４０Ｄ、Ｌ／Ｄ＝４０、スクリュー径φ４０）のホッパー口から供給し、更に、炭素
繊維（Ｂ）として、繊維長６ｍｍの異方性を有するピッチ系の炭素繊維（表１に示すＢ－
２）１０質量％をサイドフィード口から、１時間当たりの樹脂と炭素繊維の合計量が１５
～２０ｋｇ／ｈとなるように供給した。そして、スクリューを１５０ｒｐｍで回転させ、
溶融剪断下において混合撹拌した後、押出機のダイス口からストランド状に押出し、それ
を水中で冷却した後、ペレット状に切断し、熱伝導性樹脂組成物のペレットを得た。
【００７４】
　得られたペレットを、１００℃で５時間乾燥した後、２０ｔの射出成形機（東芝機械製
ＥＣ２０Ｐ－０．４Ａ）を用いて、シリンダー温度１９０℃、金型設定温度２５℃の条件
で成形し、試験片（１２５ｍｍｘ１３ｍｍｘ１．６ｍｍ及び１２５ｍｍ×１３ｍｍ×３．
２ｍｍ）を得た。得られた１．６ｍｍ厚の試験片にて、熱伝導性評価と炭素繊維の顕微鏡
観察を行い、３．２ｍｍ厚の試験片を用いて、曲げ強さ、曲げ弾性率、ＩＺＯＤ衝撃試験
を行った。
【００７５】
　［熱伝導性評価］
　試験片を支持台に固定し、予め８０℃に加熱したラバーヒーターで試験片の一部に定常
熱を負荷した。ラバーヒーターとの接触部分から試験片全体に熱が拡散していく様子を赤
外線サーモトレーサー（ＮＥＣ三栄製、サーモスキャナＴＳ５３０４）で測定し、図１に
示すサーモグラフィー解析により、面内熱伝導性を評価した。試験片の熱伝導性ａを、試
験片と同形のステンレス板の熱伝導性ｂに対する比、ａ／ｂの値として、以下の基準によ
り評価した。結果を表２に示す。
【００７６】
　◎：ａ／ｂが０．９以上１．１以下
　○：ａ／ｂが０．５以上０．９未満
　△：ａ／ｂが０．３以上０．５未満
　×：ａ／ｂが０．３未満。
【００７７】
　［炭素繊維の評価］
　得られた試験片の一部を切りとり、２００℃ホットプレートにて融解しプレパラートを
作成し、光学顕微鏡（ＫＥＹＥＮＣＥ製、ＶＨＸ－５００）により得られた画像を、図２
に示す。光学顕微鏡にて２００倍に拡大した画像を１０視野撮影し、各５０本の長さを測
定、計５００本の炭素繊維の長さの平均値を求め、以下の基準により評価した。なお、倍
率が合わない場合は繊維長に応じて適宜調整した。上記熱伝導性樹脂組成物のペレットに
対して、上記と同様にして炭素繊維について評価した。
◎：平均繊維長が５００μｍ以上
○：平均繊維長が３００μｍ以上５００μｍ未満
△：平均繊維長が１００μｍ以上３００μｍ未満
×:平均繊維長が１００μｍ未満。
【００７８】
　［曲げ特性］
　試験片を１１０℃で２時間処理して結晶化させ、室温に戻した後、ＪＩＳ　Ｋ７２０３
に準拠して万能試験機（５５６７：インストロン社製）により、曲げ強さ、曲げ弾性率を
測定した。結果を表２に示す。
【００７９】
　［ＩＺＯＤ衝撃強度］
　試験片を１１０℃で２時間処理して結晶化させ、室温に戻した後、ＪＩＳ　Ｋ７１１０
に準拠して、ＩＺＯＤ衝撃強度を測定した。結果を表２に示す。
【００８０】
　［実施例２～４、９、１０、比較例１、２、５］
　炭素繊維（Ｂ－２）に替えて、表１に示す炭素繊維Ｂ－１、Ｂ－３～Ｂ－９を用いた他
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は、実施例１と同様に、ペレットを作成し、試験片を成形し、熱導電性及び炭素繊維の評
価を行った。実施例４については、実施例１と同様に、曲げ強さ、曲げ弾性率、ＩＺＯＤ
衝撃強度を測定した。結果を表２に示す。実施例４、比較例１について、光学顕微鏡によ
り得られた画像をそれぞれ、図３、図４に示す。
【００８１】
【表１】

【００８２】
【表２】

【００８３】
　［実施例５～８、１１、１２、比較例３、４、６］
　ＰＬＡを７５質量％、炭素繊維を２０質量％用いた他は実施例１と同様に、ペレットを
作成し、試験片を成形し、熱導電性及び炭素繊維の評価を行った。実施例５、６、８につ
いては、実施例１と同様に、曲げ強さ、曲げ弾性率、ＩＺＯＤ衝撃試験を測定した。結果
を表３に示す。
【００８４】
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【表３】

【００８５】
［実施例１３］
　樹脂成分（Ａ）として、ＰＬＡと、市販のポリカーボネート樹脂（住友ダウ製カリバー
３０１－２２）と、炭素繊維（Ｂ－５）とを表４に示す質量％を用い、連続混練押出機及
び射出成形機のシリンダー温度を２６０℃に設定した他は、実施例１と同様にして、試験
片を作成し、得られた試験片について、熱伝導性、炭素繊維について評価した。結果を表
４に示す。
［実施例１４］
　樹脂成分（Ａ）として、ＰＬＡと、市販のポリカーボネート樹脂（住友ダウ製カリバー
３０１－２２）と、炭素繊維（Ｂ－５）とを表４に示す質量％を用い、連続混練押出機及
び射出成形機のシリンダー温度を２７０℃に設定した他は、実施例１と同様にして、試験
片を作成し、得られた試験片について、熱伝導性、炭素繊維について評価した。結果を表
４に示す。
【００８６】
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【表４】

【００８７】
　結果から、光学顕微鏡により得られた画像により、実施例４において、炭素繊維（Ｂ－
５）の平均繊維長が５００μｍ以上に保持され、結晶性が高い炭素繊維（Ｂ－２）を用い
た実施例１より、炭素繊維の破砕が抑制されていることがわかる。
【００８８】
　平均層面間隔（ｄ002）が０．３３６７ｎｍ未満の炭素繊維を使用した比較例１、３、
５、６では炭素繊維の結晶性が高く、連続混練押出及び射出成形時に炭素繊維が平均繊維
長１００μｍ未満まで破壊し、炭素繊維同士のネットワーク構造が形成されにくくなり、
面内熱伝導性が低く、熱抵抗が著しく増大したことが分かる。一方、平均層面間隔（ｄ00

2）が０．３４４０ｎｍの炭素繊維を使用した比較例２、４においては炭素繊維は平均繊
維長が５００μｍ以上と繊維の破損は抑制されているものの、炭素繊維の結晶性が低く、
面内の高い熱伝導性が得られず、樹脂成分（Ａ）の熱伝導性を向上させることができない
ことが分かる。
【００８９】
　これに対し、平均層面間隔（ｄ002）が０．３３６７ｎｍ以上０．３４４０未満の炭素
繊維を用いた実施例１から１４においては、樹脂成分が異なっても熱伝導性に優れること
が分かる。
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【図２】

【図３】

【図４】
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